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に「ある行為がもとで、他の人が不利益を受けたり、不快を感じたりすること J (石田， 2009 , p.12) 














調査期間は 2007 年 12 月 '""2008 年 1 月。調査対象地域は日本の東京都と京都府、韓国のソウル特
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別市と大町広域市である。回答者は日本人大学生(以下、日本人と表記する)172 名(男性 84 名、女性
88 名)、韓国人大学生(以下、韓国人と表記する)250 名(男性 84 名、女性 88 名)の計 422 名である。
3.2 質問紙調査②
調査期間は 2011 年 6 月 "-'7 月。調査対象地域は日本の仙台市、韓国の大郎広域市である。回答者
は日本人大学生 218 名(男性 109 名、女性 109 名)、韓国人大学生 199 名(男性 99 名、女性 100 名)の
計 417 名である。
3.3 面接調査
2011 年 12 月に、日韓の文化と言語に精通している日本人(調査対象者 A) と韓国人(調査対象者 B と
C)に依頼し、対面して録音をしながらの面接調査に応じてもらった。調査対象者 A は、日本人の父と











































































































































































しい相手とは自他の区別がなくなるとの指摘や(手泰林 1975 ;吐す斗， 2009; 生越， 2008; 膏藤，
2008 他)、韓国人が志向する最高の関係は自他の境界までなくしてしまうような一体感を持つ家族の






































向がある(洪現杓， 2007; 生越， 2008)。そのため、日本人が遠慮するような言語・非言語行動につい
ても、相手との間で平気で行うことができるのだといえる。親しくなりたい相手と自他の区分をなく
そうとする韓国人の領域意識は、「親和欲求」の表れであると同時に、相手をウリという共同体の枠の
中に引き入れたいという「同一化欲求J (小倉 2005)の表れであるとも考えられる。逆に、ナムに対
しては、その存在や人格に関心を払わないほど両極端であるという指摘もなされているが(高月， 2008) 、
これも「ウリ内J と「ウリ外」という領域の内外思想に基づくものだといえる。韓国社会は上下の序
列が厳しいといった一面もあるが、その一方で、「擬似家族」関係やウリといった「情j を基にした結
びつきもある。すなわち、韓国人の対人行動は単に上下関係に基づいてのみ行われるのではなく、ウ
リの仲間として相手との親密化を図ることを目的に行われることもあるため、日本人がするような遠
慮や気遣いが必要ないのだと考えられる。
日韓両国における許容度の違いも、このような対人認識や領域意識の違し、から説明できょう。親し
し、相手との間にも境界線を引く日本人は、お互いの領域に対する気遣いが必要であるため、相手が自
分の領域を侵す行為については許容度が低くなり、同時に自らのそのような行為も許され難いと考え
るのだといえる。一方、親しい相手との間ではできるだけ自他の境界線をなくそうとする韓国人は、
お互いの領域を侵す行為についても気にならないのであろう。ただし、今回の調査結果、韓国人の許
容度も先行研究で指摘されていたほどには高くなかった。これについては、前述した通り、時代的変
化に伴う対人関係や対人コミュニケーション方法の変化等の要因が考えられる他、相手と(家族のよう
な)親密な関係を築きたいと考えるからこそ、相手への期待値が上がり、その期待を裏切られるような
行為に対して余計に「許容しがたい」と感じるのではなし、かと推測される。
本研究の調査結果を通して、親しくても許せないことや、親しし、からこそ許せないこと、また、親
しくなくても許さなければならないことなど、日本と韓国における異なる価値観や行動原理が見えて
きた。上記のとおり、日本人と韓国人の対人関係や対人行動、対人意識の根底には「親しさ j に対す
る認識の違いいや、ウチ・ソト・ヨソ意識とウリ・ナム意識という領域意識の違いがあり、それに伴
い、「親しい相手J と「親しくない相手」との対人関係や、それらの相手に対する対人行動や対人意識
(許容度)に違いが生じている。
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8. 本研究の新規性
・ これまで、日韓の文化や習慣の違いは個人の体験談や印象記などで指摘されてきたが、本研究
では質問紙調査を行い、データに基づいて日韓の違いを実証的に明らかにした。
・ 先行研究では「友達」と「若干(チング')J といった対人関係が同様のものとして扱われてきた
が、本研究では調査結果に基づき、「友達」は年齢差がある相手や親疎度の低い相手もその中に
含むような幅広い対人関係を指す概念であるのに対し、「型干(チング)J は同年齢で、かっ親し
い相手のみを指す概念であるという点で違いがあることを新たに指摘した。
・ 先行研究では日本のウチ・ソト・ヨソ意識と韓国のウリ・ナム意識が同様の領域意識として扱
われ、ウチとウリ、ソトとナムがそれぞれ対応していると考えられてきたが、本研究では日韓
両国の文献の整理と再検討を行い、ウチには主に血縁関係である家族や身内などが該当するの
に対し、ウリには擬似家族などを含めたより広い範囲の人物が該当すること、またソトではな
くヨソとナムが対応するという違いを指摘した。さらに、そのような領域意識の違いが、日本
人と韓国人の対人関係、対人行動、対人意識の違いと関連している可能性を新たに指摘した0
・ 先行研究では、日本人と韓国人が言語行動を行う際、相手のフェイスに対してどのように配慮
するかを比較したものが多く、自分のフェイスを考慮した行動についてはあまり検討されてこ
なかったが、本研究では自分と相手のフェイスの両方を考察対象とすることにより、自分が相
手に対して言語・非言語行動を行う際、日本人は自分と相手の消極的フェイスを重んじる「消
極的フェイス志向」が、韓国人は自分と相手の積極的フェイスを重んじる「積極的フェイス志
向」があることを新たに指摘した。
・ これまで非言語行動の異同については フェイスの観点からの考察がほとんどなされてこなか
ったが、本研究では非言語行動についてもフェイスの概念を用いることにより、日本人は相手
から自分の消極的フェイスを傷つけられるような言語・非言語行動をされた場合に特に許容度
が低く、韓国人は相手から自分の積極的フェイスを傷つけられるような言語・非言語行動をさ
れた場合に特に許容度が低いという、対人行動全般に見られる特徴を新たに指摘した。
論文審査の結果の要旨
本論文は、同じ東アジア圏に属し言語や文化面において類似した特徴を有するとされる日本人と韓
国人の、対人関係の在り方や対人行動原理上の異同を、両国の大学生を対象とした質問紙調査の統計
を用いた分析と関連するインタビュー調査によって包括的かっ実証的に解明したものである。
日韓両国間の言語や文化の対照に関する文献・先行研究は多いが、それらは個人の経験談や少人数
を対象としたテーマの限られた調査に基づいたものが殆どであった 本研究は それらの研究手法・
研究結果を整理再検討した上で、日韓の大学生計約 800 人を対象に収集した大量のデータを元に、対
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人関係・対人行動(言語行動・非言語行動)・対人意識の各テーマに分けて分析・検証している。さら
に、ポライトネス理論に基づくフェイスの観点、からの分析を加え、日韓間の違いを明確にしている。
そこに本研究の特色・意義があり、その研究成果として多くの新知見を得ている。
具体的には、まず、対人関係においては、先行研究で同様のものとして扱われて来た「友達」とそ
れに対応する韓国語の「担平(チング)J が年齢差や親疎度の度合において異なる範囲の人間関係を指
す概念であることを指摘した。対人行動においては、これまで検討されなかったフェイス、特に自分
のフェイスの観点からの考察を行い、言語・非言語行動とも、日本人は「消極的フェイス志向」が、
対照的に韓国人は「積極的フェイス志向 j があることを明らかにした。このフェイスの志向の違いは
対人意識としての許容度の違いのもとともなり、日本人は自分の消極的フェイスを傷つけられる言
語・非言語行動に対して許容度が低く、韓国人は自分の積極的フェイスを傷つけられる言語・非言語
行動に対して許容度が低いことを新たに指摘した。さらに、日本のウチ・ソト意識と韓国のウリ・ナ
ム意識がそれぞれ同種の領域意識として扱われて来たが、韓国のウリは疑似家族などを含めたより広
し、範囲の人物が該当することを論じ、この領域意識の違いが日本人と韓国人の対人関係、対人行動、
対人意識の違いと関連している可能性を指摘した。
大量のデータを用いて綿密な分析をほどこし、日本人と韓国人の他者に対する関係・行動・意識に
おける異同に関して統計を用いて客観的に解明した点で、本研究は高く評価されてよい。データは大
学生のものに限られているが、本研究の成果は、日本人と韓国人の接触場面に起こり得るコミュニケ
ーションギャップの原因の解明についても示唆を与える新たな知見を提出し得ている。
以上の審査結果は、執筆者が自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力と学識を有すること
を示している。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
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